
第
三
号
議
案

技
能
労
務
職
員
の
給
与
及
び
旅
費
に
関
す
る
規
則
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

技
能
労
務
職
員
の
給
与
及
び
旅
費
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
二
年
三
月
十
日
提
出

大
分
県
教
育
委
員
会
教
育
長

工

藤

利

明

技
能
労
務
職
員
の
給
与
及
び
旅
費
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

技
能
労
務
職
員
の
給
与
及
び
旅
費
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
六
年
大
分
県
教
育
委
員
会
規
則
第
二
号
）
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
七
条
第
二
項
中
「
職
務
の
級
が
二
級
以
上
」
を
「
給
料
表
の
級
等
が
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
級
等
」

に
、
「
次
の
表
の
」
を
「
当
該
」
に
、
「
当
該
」
を
「
同
表
の
」
に
改
め
、
同
項
の
表
の
１
の
項
中
「
五
級

五
十
七
号
給
」
を
「
五
級
五
十
三
号
給
」
に
、
「
四
級
六
十
九
号
給
」
を
「
四
級
六
十
五
号
給
」
に
、
「
三

級
七
十
三
号
給
」
を
「
三
級
六
十
九
号
給
」
に
改
め
、
同
表
の
２
の
項
中
「
二
級
」
を
「
一
級
六
十
一
号

給
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

提
案
理
由

幅
広
い
職
員
が
対
象
と
な
る
給
与
改
善
策
と
し
て
、
期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
に
係
る
加
算
基
準
号
給

を
見
直
し
た
い
の
で
提
案
す
る
。

［第３号議案］
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○
技
能
労
務
職
員
の
給
与
及
び
旅
費
に
関
す
る
規
則
（
平
成
十
六
年
大
分
県
教
育
委
員
会
規
則
第
二
号
）
新
旧
対
照
表

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

案

現

行

第
一
条
～
第
六
条

（
略
）

第
一
条
～
第
六
条

（
略
）

（
期
末
手
当
）

（
期
末
手
当
）

第
七
条

期
末
手
当
基
礎
額
は
、
六
月
一
日
及
び
十
二
月
一
日
（
次
項
及
び
次

第
七
条

期
末
手
当
基
礎
額
は
、
六
月
一
日
及
び
十
二
月
一
日
（
次
項
及
び
次

条
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
日
を
「
基
準
日
」
と
い
う
。
）
現
在
（
退
職
し
、
若

条
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
日
を
「
基
準
日
」
と
い
う
。
）
現
在
（
退
職
し
、
若

し
く
は
地
方
公
務
員
法
第
十
六
条
第
一
号
に
該
当
し
て
同
法
第
二
十
八
条
第

し
く
は
地
方
公
務
員
法
第
十
六
条
第
一
号
に
該
当
し
て
同
法
第
二
十
八
条
第

四
項
の
規
定
に
よ
り
失
職
し
、
又
は
死
亡
し
た
職
員
に
あ
っ
て
は
、
退
職

四
項
の
規
定
に
よ
り
失
職
し
、
又
は
死
亡
し
た
職
員
に
あ
っ
て
は
、
退
職

し
、
若
し
く
は
失
職
し
、
又
は
死
亡
し
た
日
現
在
。
次
項
及
び
次
条
に
お
い

し
、
若
し
く
は
失
職
し
、
又
は
死
亡
し
た
日
現
在
。
次
項
及
び
次
条
に
お
い

て
同
じ
。
）
に
お
い
て
職
員
が
受
け
る
べ
き
給
料
及
び
扶
養
手
当
の
月
額
の

て
同
じ
。
）
に
お
い
て
職
員
が
受
け
る
べ
き
給
料
及
び
扶
養
手
当
の
月
額
の

合
計
額
と
す
る
。

合
計
額
と
す
る
。

２

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
で
基
準
日
現
在

２

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
再
任
用
職
員
以
外
の
職
員
で
基
準
日
現
在

に
お
い
て
給
料
表
の
級
等
が
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
級
等
で
あ
る
も
の
に

に
お
い
て
職
務
の
級
が
二
級
以
上

で
あ
る
も
の
に

つ
い
て
は
、
同
項
に
規
定
す
る
合
計
額
に
給
料
月
額
に
当
該

上
欄
に
掲

つ
い
て
は
、
同
項
に
規
定
す
る
合
計
額
に
給
料
月
額
に
次
の
表
の
上
欄
に
掲

げ
る
給
料
表
の
級
等
の
区
分
に
応
じ
て
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
割
合
を
乗
じ

げ
る
給
料
表
の
級
等
の
区
分
に
応
じ
て
当
該

下
欄
に
掲
げ
る
割
合
を
乗
じ

て
得
た
額
を
加
算
し
た
額
を
期
末
手
当
基
礎
額
と
し
、
再
任
用
職
員
に
つ
い

て
得
た
額
を
加
算
し
た
額
を
期
末
手
当
基
礎
額
と
し
、
再
任
用
職
員
に
つ
い

て
は
、
同
項
に
規
定
す
る
合
計
額
に
給
料
月
額
に
百
分
の
五
を
乗
じ
て
得
た

て
は
、
同
項
に
規
定
す
る
合
計
額
に
給
料
月
額
に
百
分
の
五
を
乗
じ
て
得
た

額
を
加
算
し
た
額
を
期
末
手
当
基
礎
額
と
す
る
。

額
を
加
算
し
た
額
を
期
末
手
当
基
礎
額
と
す
る
。

給

料

表

の

級

等

の

区

分

割

合

給

料

表

の

級

等

の

区

分

割

合

百
分
の
十

１

五
級
（
五
級
五
十
三
号
給
以
上
の
号
給
に
限
る
。
）
、

五
級
（
五
級
五
十
七
号
給
以
上
の
号
給
に
限
る
。
）
、

百
分
の
十

1

四
級
（
四
級
六
十
五
号
給
以
上
の
号
給
に
限
る
。
）
及
び

四
級
（
四
級
六
十
九
号
給
以
上
の
号
給
に
限
る
。
）
及
び

三
級
（
三
級
六
十
九
号
給
以
上
の
号
給
に
限
る
。
）

三
級
（
三
級
七
十
三
号
給
以
上
の
号
給
に
限
る
。
）

２

一
級
六
十
一
号
給
以
上(

１
の
号
給
を
除
く
。
）

百
分
の
五

２

二
級

以
上
（
１
の
号
給
を
除
く
。

百
分
の
五

第
八
条
～
第
十
条

（
略
）

第
八
条
～
第
十
条

（
略
）

［第３号議案］
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技能労務職員の給与及び旅費に関する規則の一部改正の概要

１ 改正理由

期末・勤勉手当の職務段階別加算については、標準到達年数（年齢）を設定し、

それに対応する号給を基準号給として定めており、１０％加算は４７歳、５％加

算は２９歳に対応する号給を基準号給としている。

令和２年４月１日から、幅広い職員が対象となる給与改善策として、当該基準

号給の改正を行うもの

２ 改正内容

期末・勤勉手当の職務段階別加算の１０％及び５％加算への標準到達年数を１

年前倒しするため、基準号給を現行より４号給引き下げる。

加算割合 現 行 改正後

５級57号給以上の号給 ５級53号給以上の号給

100分の10 ４級69号給以上の号給 ４級65号給以上の号給

３級73号給以上の号給 ３級69号給以上の号給

100分の５ 職務の級が２級以上の号給（上 １級61号給以上の号給（上記の

記の号給を除く。） 号給を除く。）

３ 施行期日

令和２年４月１日

※知事部局所管の「技能労務職員の給与及び旅費に関する規則（昭和３２年

大分県規則第７１号）」と同様の改正である。

［第３号議案］
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※　知事部局所管の「技能労務職員の給与及び旅費に関する規則（昭和３２年大分

　県規則第７１号）」と同様の改正である。


